




















































Ⅱ 第一部 自立活動の指導における教師の専門性―個業性と協働性の視点から― 





（2）方法：1）対象：関東地方の自治体 A の肢体不自由特別支援学校 2 校および知肢併置型
特別支援学校 1 校の教師 357 名を対象とした。2）質問項目：プロフィールおよび自立活動






















































研究４ 現職研修の実施状況 ―初任者研修に着目して― 
（1）目的：B 肢体不自由特別支援学校（以下，B 校）における現職研修の実施状況を明ら
かにした。 





























（1）目的： ティーム・ティーチング（Team Teaching；以下，TT とする）を取り上げ、
授業者の意思決定過程の現状を分析した。得られたデータを、教師の意思決定モデルに基づ
き授業者にフィードバックすることを通して、次時の授業改善に資することを目的とした。 
 （2）方法：1）対象：B 校小学部第 X 学年の自立活動の指導を行う教師 2 名。２）授業
分析の手続き：授業デザインに基づく実施から再デザインまでの 5 つから構成した。 
 （3）結果と考察：教師の意思決定モデルに基づく授業分析の結果を、授業者にフィードバ
ックした。授業者はこの結果を授業改善の方略として活用した。TT の授業研究に意思決定
モデルを導入し、実践的な知見が得られたことの意義と成果を指摘できる。 
 
Ⅳ 総合考察 
 研究１、研究２、研究３を踏まえて、肢体不自由特別支援学校における自立活動の指導にお
いては協働性が基盤にあり、とりわけ若手教師の協働に基づく専門性の涵養が現職研修におい
て求められる要素といえる。 
 研究４、研究５－１、研究５－２を踏まえ、教師の協働に基づく研修プログラムの実施から、
日常的な問題解決の場における協働の重要性を示唆する知見が得られた。本研修プログラム
は、実施することを通して教師個人の専門性への気づきに寄与する効果が得られており、教師
の専門性を向上するうえで有効といえる。肢体不自由特別支援学校における自立活動の指導に
関する教師の専門性の特徴を、個業性と協働性という視点から検討したうえで、現職研修プロ
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グラムの成果と課題を考究したところに本研究の意義を見出せると考えられる。 
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